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１ 「医療法人の経営情報のデータベース」制度の概要

２ 医療法人の経営情報等の報告内容
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「医療法人の経営情報のデータベース」制度の概要
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全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための
健康保険法等の一部を改正する法律（令和５年法律第31号）の概要

１．こども・子育て支援の拡充【健康保険法、船員保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律等】

① 出産育児一時金の支給額を引き上げる（※）とともに、支給費用の一部を現役世代だけでなく後期高齢者医療制度も支援する仕組みとする。
（※）42万円→50万円に令和５年４月から引き上げ（政令）、出産費用の見える化を行う。

② 産前産後期間における国民健康保険料（税）を免除し、その免除相当額を国・都道府県・市町村で負担することとする。

２．高齢者医療を全世代で公平に支え合うための高齢者医療制度の見直し【健保法、高確法】

① 後期高齢者の医療給付費を後期高齢者と現役世代で公平に支え合うため、後期高齢者負担率の設定方法について、「後期高齢者一人当たりの保険料」と「現役世代
一人当たりの後期高齢者支援金」の伸び率が同じとなるよう見直す。

② 前期高齢者の医療給付費を保険者間で調整する仕組みにおいて、被用者保険者においては報酬水準に応じて調整する仕組みの導入等を行う。
健保連が行う財政が厳しい健保組合への交付金事業に対する財政支援の導入、被用者保険者の後期高齢者支援金等の負担が大きくなる場合の財政支援の拡充を行う。

３．医療保険制度の基盤強化等【健保法、船保法、国保法、高確法等】

① 都道府県医療費適正化計画について、計画に記載すべき事項を充実させるとともに、都道府県ごとに保険者協議会を必置として計画の策定・評価に関与する仕組み
を導入する。また、医療費適正化に向けた都道府県の役割及び責務の明確化等を行う。計画の目標設定に際しては、医療・介護サービスを効果的・効率的に組み合わ
せた提供や、かかりつけ医機能の確保の重要性に留意することとする。

② 都道府県が策定する国民健康保険運営方針の運営期間を法定化（６年）し、医療費適正化や国保事務の標準化・広域化の推進に関する事項等を必須記載とする。
③ 経過措置として存続する退職被保険者の医療給付費等を被用者保険者間で調整する仕組みについて、対象者の減少や保険者等の負担を踏まえて廃止する。

４．医療・介護の連携機能及び提供体制等の基盤強化【地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律、医療法、介護保険法、高確法等】

① かかりつけ医機能について、国民への情報提供の強化や、かかりつけ医機能の報告に基づく地域での協議の仕組みを構築し、協議を踏まえて医療・介護の各種計画に反映する。
② 医療・介護サービスの質の向上を図るため、医療保険者と介護保険者が被保険者等に係る医療・介護情報の収集・提供等を行う事業を一体的に実施することとし、

介護保険者が行う当該事業を地域支援事業として位置付ける。
③ 医療法人や介護サービス事業者に経営情報の報告義務を課した上で当該情報に係るデータベースを整備する。
④ 地域医療連携推進法人制度について一定の要件のもと個人立の病院等や介護事業所等が参加できる仕組みを導入する。
⑤ 出資持分の定めのある医療法人が出資持分の定めのない医療法人に移行する際の計画の認定制度について、期限の延長(令和５年９月末→令和８年12月末)等を行う。

等

令和６年４月１日（ただし、３①の一部及び４⑤は公布日、４③の一部は令和５年８月１日、１②は令和６年１月１日、 ３①の一部及び４①は令和７年４月１日、
４③の一部は公布後３年以内に政令で定める日、４②は公布後４年以内に政令で定める日）

施行期日

改正の概要

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するため、出産育児一時金に係る後期高齢者医療制度からの支援金の導入、後期高齢者医療制度における後期高齢
者負担率の見直し、前期財政調整制度における報酬調整の導入、医療費適正化計画の実効性の確保のための見直し、かかりつけ医機能が発揮される制度整備、介護
保険者による介護情報の収集・提供等に係る事業の創設等の措置を講ずる。

改正の趣旨
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「医療法人の経営情報のデータベース」制度の概要

○ 国民に対して医療が置かれている現状・実態の理解の促進

○ 効率的かつ持続可能な医療提供体制の構築のための政策の検討

・ 経営への影響を踏まえた的確な支援策の検討

・ 医療従事者等の処遇の適正化に向けた検討

・ 医療経済実態調査の補完

○ 医療機関の経営分析に活用することも可能

目 的
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「医療法人の経営情報のデータベース」制度の概要

○ 原則、全ての医療法人（令和５年８月決算の会計年度から対象）

※ 社会保険診療報酬の所得計算の特例を適用して所得の金額を計算した場

合（いわゆる「四段階税制」を適用した場合）には、当該会計年度に係る

報告は対象外。

開設者別にみた施設数及び病床数

対 象
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○医業収益（入院診療収益、室料差額収益、外来診療収益、その他の医業収益）
※ 入院診療収益及び外来診療収益は任意項目として「保険診療収益（患者負担含む）」及び「公害等診療収益」を別掲。
※ その他の医業収益は任意項目として「保健予防活動収益」を別掲。
※ 診療所の「室料差額収益」は入院診療収益の内数として記載。

○材料費（医薬品費、診療材料費・医療消耗器具備品費、給食用材料費）

○給与費（役員報酬、給料、賞与、賞与引当金繰入額、退職給付費用、法定福利費）

○委託費（給食委託費）

○設備関係費（減価償却費、機器賃借料）○研究研修費
○経費（水道光熱費）

※ 診療所は「設備関係費」、「研究研修費」及び「経費」の科目は設けず「その他の医業費用」の科目を設ける。

○控除対象外消費税等負担額
○本部費配賦額

※ 診療所の「水道光熱費」、「控除対象外消費税等負担額」及び「本部費配賦額」はその他の医業費用の内数として記載。

○医業利益（又は医業損失）
○医業外収益（受取利息及び配当金、運営費補助金収益、施設設備補助金収益）

○医業外費用（支払利息）

○経常利益（又は経常損失）
○臨時収益、○臨時費用
○税引前当期純利益（又は税引前当期純損失）
○法人税、住民税及び事業税負担額
○当期純利益（又は当期純損失）
○職種別の給与（給料・賞与）及び、その人数(病床機能報告で分かる情報は当該報告の情報を活用)

＜職 種＞医師、歯科医師、薬剤師、看護職員（保健師、助産師、看護師、准看護師）、その他の医療技術者等（診療放射線技師、
臨床工学技士、臨床検査技師、リハビリスタッフ（理学療法士、作業療法士、視能訓練士、言語聴覚士）、歯科衛生士、歯科技
工士、栄養士等（管理栄養士、栄養士、調理師）、社会福祉士、精神保健福祉士、保育士、看護補助者、事務職員（事務（総務、
人事、財務、医事等）担当職員、医師事務作業補助者、診療情報管理士）、その他の職員）

新たな経営情報データベースの報告事項（病院・診療所ごと）

○事業報告書 ○財産目録 ○貸借対照表
○損益計算書（法人全体の事業収益・費用等のみ） ○関係事業者との取引の状況に関する報告書
○監査報告書 ○社会医療法人の役員報酬基準、保有資産目録、業務に関する書類
○その他一定規模以上医療法人・社会医療法人債発行法人関係書類（閲覧対象外）

現行の事業報告書等の届出事項（法人ごと）

赤文字の科目は、病院・診療所とも必須
緑文字の科目・職種は、病院・診療所とも任意
青文字の科目は、病院は必須・診療所は任意

医療法人における現行の事業報告書等と新たな経営情報データベースについて

令和５
年医療
法改正
～
(令和５
年８月
施行)

平成18
年医療
法改正
～

都道府県における医療
法人の適正運営の監
督・指導を目的

全法人届出義務

医療法人の経営情報を
把握・分析するととも
に、その分析により国
民に丁寧に説明するた
め、新たな制度として
医療法人の経営情報を
収集してデータベース
を構築
これにより以下のよう
な政策活用を見込む
・国民に対して医療が

置かれている現状・
実態の理解の促進

・効率的かつ持続可能
な医療提供体制の構
築のための政策検討

・経営への影響を踏ま
えた的確な支援策の
検討

・医療従事者等の処遇
適正化に向けた検討

・医療経済実態調査の
補完
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「医療法人の経営情報のデータベース」制度の概要

○ 国民に対してより分かりやすく丁寧に医療の現状・実態を提示するため、属
性等に応じてグルーピングした分析結果を公表

公 表 方 法
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「医療法人の経営情報のデータベース」の在り方に関する報告書 抜粋

令和４年11月９日医療法人の経営情報のデータベースの在り方に関する検討会

Ⅲ．医療法人の経営情報のデータベースの在り方について

４．国民への公表方法について

○ 新たな制度は、医療法人の経営情報をデータベース化して、把握した情報を分析し、国民に対して医療が置かれている

現状・実態の理解を促進等することにある。

○ この目的を果たすためには、国民に対してより分かりやすく丁寧に医療の現状・実態を提示することが求められる。こ

の点、個別の医療法人ごとの情報を公表したとしてもそれが医療の実態を表しているとは限らず、むしろ、データベース

であることを活かし、例えば、属性等に応じたグルーピングによる分析等の結果により、全体像を示した方がより国民の

理解は深まると考えられる。

○ 一方、個別の医療法人の経営情報を公表した場合、一人医師医療法人の存在など小規模な経営を法人形態により実施し

ている医療法人も数多くあり、人件費など個人の報酬額を容易に推測できる内容にもなり得る。

○ また、社会医療法人や一定規模以上の医療法人に限定したとしてもＳＮＳ等の発達した現在においては、公表された情

報について、悪意的にこれを利用される可能性も否定できず、個人又は法人の権利利益を侵害するおそれがある。

○ このため、公表する経営情報については、新たな制度によるデータベースの属性等に応じてグルーピングした分析結果

を公表し、医療法人から提出された個別の医療機関の情報は公表しないこととする。



「医療法人の経営情報のデータベース」制度の概要

※ 施行日 公布日から３年以内の政令で定める日

○ 利用目的

医療提供体制の確保に資する調査、学術研究又は分析その他の医療法人情報
の提供を受けて行うことについて相当の公益性を有する調査、学術研究又は分
析（特定の商品又は役務の広告又は宣伝に利用するために行うものを除く。）

○ あらかじめ、社会保障審議会の意見を聴く仕組みを前提

○ 第三者提供制度（仮称）の具体は、施行日までに検討

※ 検討の観点

① 提供方法 研究目的に適った必要最小限のデータ範囲に限定する等
個人及び法人の権利利益が侵害されないよう配慮

② 提供先 目的に沿って適切に研究を行える者、研究倫理の保持など

第三者への提供制度
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「医療法人の経営情報のデータベース」制度の概要

○ 病床機能報告・外来機能報告と連携させるとともに、

○ データの活用に当たっては、公立医療機関の経営情報などの公開情報及び、

○ 必要に応じて統計調査も活用した分析等に取り組む。

他の調査との連携

10

・ 病床機能報告

医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 30 条の 13 の規定に基づき実施する制度。

医療機関のそれぞれの病棟が担っている医療機能を把握し、その報告を基に、地域における医療機能

の分化・連携を進めることを目的とするもの。

・ 外来機能報告

医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第30条の18の２及び第30条の18の３の規定に基づき実施する制

度。

地域における外来医療に係る病院及び診療所の機能の分化及び連携の推進を目的とするもの。

・ 医療施設調査

統計法（平成19年法律第53号）第２条第４項に基づく基幹統計。

病院及び診療所について、その分布及び整備の実態を明らかにするとともに、医療施設の診療機能を

把握し、医療行政の基礎資料を得ることを目的とするもの。

ほか



11

「医療法人の経営情報のデータベース」制度の概要

○ 主たる事務所の所在する都道府県知事に、次の方法のいずれかにより報告。

① 医療法人が医療機関等情報支援システム（Ｇ－ＭＩＳ）から様式をダウン
ロードし、これに記入した上で、Ｇ－ＭＩＳにアップロードすることにより
報告する方法

② ①の方法による提出が難しい場合

医療法人が事業報告書等の届出と併せて、様式を郵送等により書面で提出
をする方法

報告方法

都道府県

・データベースの整備
・経営状況の把握・分析
・研究者等へのデータ提供

医療法人

報告

報告・提供

経営情報等を
都道府県に報告

情報提供の求め 国

民

分かりやすくなるよ
うグルーピングした
分析結果を公表

国（厚生労働省）

G-MIS

独立行政法人福祉医
療機構に業務を委託

① 医療法人は、毎会計年度終了後に経営情報等を都道府県知事に報告。

② 都道府県知事は、医療法人の活動状況に関する調査及び分析等を行い、厚生労働大

臣にも報告。

③ 厚生労働大臣は、医療法人に関する情報のデータベースを整備し、経営状況の把

握・分析、結果の公表。
④ データベースに記録された情報については、研究者が行う学術研究等にも提供可能。



「医療法人の経営情報のデータベース」制度の概要

○ 会計年度終了後３か月以内

○ ただし、法第51条第５項の規定により

公認会計士又は監査法人の監査を受けなければならないこととされている

医療法人は、会計年度終了後４か月以内

○ 経過措置として、令和５年８月１日から令和６年７月31日までの間に終了
する会計年度に係る報告については、一部の報告事項を省略することができま
す。

報告期限 等
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医療法人の経営情報等の報告内容
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医療法人の経営情報等の報告内容

基本情報（病院）

14

１

① 医療法人が都道府県知事から付された番号を記載してください。

② 法人が国税庁官から指定された13桁の番号を記載してください。

③ 病床・外来管理番号付与の有無を選択後、「有」の場合、病床機能報告対象病院等又は外来機能報告対象病院等に付される８桁の

番号を記載してください。

④ 保険医療機関の指定の有無を選択後、「有」の場合、都道府県番号＋点数表番号＋医療機関コードの10桁の番号を記載してくださ

い。

⑤ 医療法人名を記載してください。

⑥ 病院名を記載してください。

⑦ 病院に従事する役員の人数を記載してください。【基準日：対象期間内の７月１日】

⑧ 病院に従事する職員の人数を記載してください。非常勤職員は常勤換算。【基準日：対象期間内の７月１日】

⑨ 病院の所在地を記載してください。都道府県、市区町村及び二次医療圏は選択、町域は自由記載となっています。

⑩ 会計期間を記載してください。

⑪ 消費税の経理方式（税抜・税込）を選択してください。

２
３
４

５
６ ７

９

10

11

８



医療法人の経営情報等の報告内容

基本情報（診療所）
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１

①～⑪までは病院と同じです。

⑫ ５割を超える患者数の診療科を選択してください。【基準日：会計年度内の７月１日※】

５割を超える診療科がない場合には、左端より当該診療所において患者数の多い順に上位３つまで診療科を選択してください。

なお、当該診療所における標榜診療科と一致しない場合には、実績に基づき選択してください。

※ 直近１か月分、直近３か月分など、当該診療所の実態を適切に反映していると考えられる期間における実績等を踏まえて選択。

２

４

５
６ ７ ８

９

10

11 12

３



医療法人の経営情報等の報告内容

医業収益
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２

① 医業に係る収益

② 入院患者の診療、療養に係る収益（施設介護及び短期入所療養介護の介護収益も含む）

「保険診療収益（患者負担含む）」、「公害等診療収益」又は「その他の診療収益」に区分できる場合は区分し記載してください。

区分できない場合は、「保険診療収益（患者負担含む）」及び「公害等診療収益」には「*」を記載ください。

③ 特別室の特別料金徴収額 診療所は任意記載科目。任意記載科目について記載が困難な場合は、「＊」を記載してください。他同

じ。

④ 外来（往診を含む）患者の診療、療養に係る収益

⑤ 上記に属さない医業収益（施設介護及び短期入所療養介護以外の介護収益も含む）

⑥ その他の医業収益の内数として、保健予防活動に係る収益 任意記載科目。

⑦ その他の医業収益の内数として、運営に係る補助金、負担金（事業報告書等の損益計算書において事業収益として計上したもの）

３
４

５
６
７

病院 診療所

２

３

４

５
６
７

１ １



医療法人の経営情報等の報告内容

医業費用①

17

２

① 医業に係る費用

② 材料に係る費用

「医薬品費」、「診療材料費・医療消耗器具備品費」又は「給食用材料費」に区分して記載してください。

「給食用材料費」について、「給食委託費」に包含している場合は「－」と記載してください。

③ 給与に係る費用

「役員報酬」、「給料」、「賞与」、「賞与引当金繰入額」、「退職給付費用」又は「法定福利費」に区分。

「役員報酬」は、当該病院等に従事する役員の報酬額を記載してください。

④ 外部に委託した業務の対価としての費用

⑤ 委託費の内数として、給食委託費 診療所は任意記載科目。

※ 消費税の経理方式で「１ 税抜」を選択した場合は、「うち消費税課税対象費用」の記載もお願いします。

３

４
５

病院 診療所

２

３

４
５

１ １

内訳の記載が、これまでの会計処理上
困難な場合には、按分により金額を求
めてください。

退職給付費用、法定福利費の役員分を
職員分と分け、役員報酬に計上する必
要はありません。



医療法人の経営情報等の報告内容

医業費用②
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２

① 減価償却費、器機賃借料、地代家賃、修繕費、固定資産税等、器機保守料、器機設備保険料、車両関係費

② 設備関係費の内数として、減価償却費

③ 設備関係費の内数として、器機賃借料

④ 研究費、研修費

⑤ 福利厚生費、旅費交通費、職員被服費、通信費、広告宣伝費、消耗品費、消耗器具備品費、会議費、水道光熱費、保険料、交際費、

諸会費、租税公課、医業貸倒損失、貸倒引当金繰入額、雑費

⑥ 経費の内数として、水道光熱費。ただし、車両関係費に該当するものは除く。

⑦ 病院の負担に属する控除対象外の消費税及び地方消費税。ただし、資産に係る控除対象外消費税に該当するものは除く。

⑧ 本部会計を設けた場合の、一定の配賦基準で配賦された本部の費用。本部会計を設けていない場合または配賦額がない場合「－」

と記載してください。診療所は任意記載科目。

⑨ 材料費、給与費、委託費、減価償却費、器機賃借料以外の医業費用

３
４

５

病院 診療所

２
３

６
７

１

７

８

６

９

８



医療法人の経営情報等の報告内容

医業外収益・費用、臨時収益・費用 他

19

２

① 医業外収益

② 医業外収益の内数として、預貯金、公社債の利息、出資金等に係る分配金 任意記載科目。

③ 医業外収益の内数として、運営に係る補助金、負担金（事業報告書等の損益計算書において事業外収益として計上したもの）

④ 医業外収益の内数として、施設設備に係る補助金、負担金（事業報告書等の損益計算書において事業外収益として計上したもの）

⑤ 医業外費用

⑥ 医業外費用の内数として、長期借入金、短期借入金の支払利息 任意記載科目。

⑦ 臨時収益 診療所は任意記載科目。

⑧ 臨時収益の内数として、運営に係る補助金、負担金（事業報告書等の損益計算書において特別利益として計上したもの）

⑨ 臨時収益の内数として、施設設備に係る補助金、負担金（事業報告書等の損益計算書において特別利益として計上したもの）

⑩ 臨時費用 診療所は任意記載科目。

⑪ 法人税、住民税及び事業税のうち、当該会計年度の病院等の負担に属するものとして計算された金額 任意記載科目。

６

10

11

病院 診療所

２
３
４

５

１ １

３
４

５

７
８
９

６

10

11

７
８
９



医療法人の経営情報等の報告内容
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職種別給与総額（給料及び賞与）及びその人数①

十、医療法人及び介護サービス事業者の経営情報に関するデータベースの整備に当たっては、医療・介護従事者の適切かつ

的確な処遇改善を図る観点から、職種別の給与情報が可能な限り報告されるよう必要な取組を進めるとともに、当該情報

に係る本法施行後の報告状況を勘案しながら、将来の報告義務化を含めた対応を検討すること。また、当該データベース

の報告対象となる医療法人及び介護サービス事業者に過度な事務負担が生じないよう、負担軽減策もあわせて講ずること。

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する

法律案に対する附帯決議（令和５年５月11日参議院厚生労働委員会）抜粋

医療法人によって、職種ごとの細分化が困難な場合や細分化できる範囲も異なるため、提出の対象となる職種の全体を示し

た上で、その区分方法も含めて提出を任意とすべきである。ただし、医療法人にとって可能な範囲で提出への協力を求める

必要がある。

「医療法人の経営情報のデータベース」の在り方に関する報告書 抜粋

令和４年11月９日医療法人の経営情報のデータベースの在り方に関する検討会

２．今後の取組

（２）個別の分野ごとの取組

① 医療分野

○ 医療法人については、厚生労働省において、施設別の詳細な経営情報の提出を求め、医療法人の経営情報のデータ

ベースを構築する新たな制度を検討している。継続的な費用の見える化を進める観点から、新たな制度について、令

和５年度の可能な限り早期に開始することを目指し、必要な法案提出等の作業を進めるべきである。

○ また、職種ごとの給与費の合計額等については、費用の使途の見える化を通じた透明性の向上を図る観点からは、

本来、新しい制度の中で提出を義務とすることが極めて重要である。

○ このため、仮に職種ごとの給与費の合計額等の提出を直ちに義務とすることが難しいとしても、新しい制度の発足

後、提出を強力かつ継続的に求めるとともに、その施行状況を踏まえ、義務化も含めて不断の改善を図るべきである。

令和４年12月７日第10回全世代型社会保障構築会議資料 抜粋
令 和 ４ 年 1 2 月 ２ 日

公的価格評価検討委員会
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○ 報告対象の職種

・ 医師

・ 歯科医師

・ 薬剤師

・ 看護職員（保健師、助産師、看護師、准看護師）

・ その他の医療技術者等

・ 診療放射線技師 ・ 臨床工学技士 ・ 臨床検査技師

・ リハビリスタッフ（理学療法士、作業療法士、視能訓練士、言語聴覚士）

・ 歯科衛生士 ・ 歯科技工士

・ 栄養士等（管理栄養士、栄養士、調理師）

・ 社会福祉士 ・ 精神保健福祉士 ・ 保育士 ・看護補助者

・ 事務職員

・ その他の職員

職種別給与総額（給料及び賞与）及びその人数②

医療法人の経営情報等の報告内容

事務（総務、人事、財務、医事等）担当職員、

医師事務作業補助者、診療情報管理士

※ 対象は職員。役員については、役員報酬以外に職員として給料等

を支給されている場合を除き、含めません。



医療法人の経営情報等の報告内容

職種別給与総額（給料及び賞与）及びその人数③
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４

１

① 対象期間 直近１月１日から12月31日まで。これによりがたい場合は、会計年度。

② 「病床機能報告」報告の有無 病床機能報告の報告の有無（報告の派遣労働者の有無）を選択してください。

③ 常勤・非常勤区分 常勤職員と非常勤職員に区分できる場合は①に、区分できない場合は②に記載してください。

①の場合、非常勤職員は給料と賞与をまとめて給与総額に記載してください。

④ 給与総額 給料と賞与を区分できる場合は「給料と賞与を区分できる場合」に記載してください。年俸制を採用、事務処理上の理

由等から、給料と賞与が区分できない場合は、「給料と賞与を区分できない場合」に記載してください。

給料には、対象期間に職員に支給した給料の職種区分毎の総額を記載してください。なお、給料には扶養手当、時間外

勤務手当、夜勤手当、危険手当、役付手当、通勤手当など労働の対価として職員に支給した全てのものが含まれます。

賞与には、対象期間に職員に支給した賞与、期末手当等の一時金の職種区分毎の総額を記載してください。

⑤ 人数 給与総額の対象期間における７月１日時点の人数とし、非常勤職員は常勤換算して記載してください。

職種末尾の「※」は病床機能報告報告職種。病床機能報告で報告している職種の人数の記載は省略することができます。

４ ４５ ５
５

１ 常勤職員と非常勤職員を区分できる場合
３

２ 常勤職員と非常勤職員を区分できない場合
３

２

※把握している職種は全て記載してください。
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職種別給与総額（給料及び賞与）及びその人数④

医療法人の経営情報等の報告内容

勤務時間で判断し、１週間の勤務時間が32時間未満
の場合、非常勤職員と同様に常勤換算した人数を計上
してください。

短時間勤務を行っている常勤職員の人数の計上はどう
するのか？

役員については、役員報酬以外に職員として給料等
を支給されている場合を除き、含めませんが、役員が
診療等に従事している場合であって、役員報酬規定等
により役員報酬と給料等を明確に区分して支給してい
る場合には、給料等のみ計上してください。

この場合、「給与総額」には雇用契約に基づいた職
員の給料等を、「人数」には雇用契約に基づいた勤務
時間を踏まえ常勤換算した人数を計上してください。

なお、この役員数の取扱いは病床機能報告と異なり
ます。このため「「病床機能報告」報告の有無」で
「１有（派遣を含まない）」を選択した場合、「人
数」が自動で「－」となりますが、病床機能報告にお
いて役員が含まれている職種は、役員を常勤換算した
上で職員数と合わせた人数に置き換えて記載し直して
ください。

また、役員については、「常勤職員」に計上してく
ださい（「①常勤職員と非常勤職員が区分できる場
合」に記載する場合）。

役員報酬と職員の給料等の両方を支給されている者の
計上はどうするのか？

職員が同一法人の保有する複数の病院、診療所等に
勤務しているなど、病院等単位の給料等又は人数を把
握していない職員がいる場合は、当該職員の勤務時間、
医業収益額など、当該職員の給料等又は人数を適切に
反映した按分により計上してください。

＜按分の計算例＞
職員Ａの当該病院等分の給料等又は人数＝

※ 当該職員の勤務時間、医業収益額など、当該職員の給料
等を適切に反映していると考えられる係数を使用してくだ
さい。

職員が複数の病院、診療所等で勤務している場合の職
種別給与や人数の計上はどうするのか？

職員Ａの給料等
（人数の場合は１）

×
職員Ａの当該病院等での勤務時間（※）

職員Ａの総勤務時間（※）
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○ 我が国では、高齢者人口の増加や医療の高度化などによって国民医療費が増
加していることに加えて、今後、生産年齢人口の急激な減少や医療資源の地域
格差などの課題が存在する。また、新興感染症拡大時等の緊急時に迅速な医療
提供体制の確保に必要な支援等を実施するためには、平時から医療機関の経営
状況を把握することが重要である。

○ こうした課題に対応するため医療の置かれている現状と実態を表す必要な情
報を収集し、新たに政策の企画・立案に活用するとともに、国民の理解に向け
た丁寧な説明を行うことが必要であるため、新たに医療法人が開設する病院及
び診療所に係る経営等の情報を収集し、データベースとして整備するもの。

○ 任意記載としている科目・職種のご協力含め、制度へのご理解ご協力をお願
いします。

最 後 に

【報告期限】

会計年度終了後３月以内

法第51条第５項適用の医療法人は、会計年度終了後４月以内



ご 清 聴 あ り が と う ご ざ い ま し た
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